	貨物利用運送業


売上は、おおむね震災の影響も少なく、対前年比で伸びている企業もある。

収益面では、概してトントンであるが、販売単価が低下している中、高騰している燃料費を転嫁され、外注コストが上昇しているため、厳しい状況にある。

こうした状況下で、既存路線を維持し、営業による新規顧客獲得を目指す企業が多い。
業界概要
貨物利用運送業は、荷主との運送契約により、国内外を問わず、他の事業者（実運送事業者）が経営する船舶（外航・内航）、航空（国内・国際）、鉄道、自動車の運送事業のうち最適な輸送手段を利用して、貨物の集荷から配達までを一貫して行う輸送サービスであり、貨物利用運送事業法において規定されている。鉄道や海運では大量輸送貨物を、航空や自動車では生鮮食料品や機械部品などの時間に制約のある貨物というように各々の輸送手段の特性を生かした輸送モードを選択し、荷主の要請に応えることができる。さらに、貨物利用運送業者は、単に「実運送」（船舶・航空・鉄道又は貨物自動車運送事業者が行なう貨物の運送）を補完するばかりではなく、物流に対する様々な荷主のニーズに対応した輸送サービスも提供している。

貨物利用運送業は、実運送の利用とともに荷主先までの集貨・配達を併せて行うか否かによって第一種又は第二種事業に分類される。第二種事業とは、鉄道、海運又は航空による利用運送に先行及び後続して、自動車による集配を行い、荷主から荷受人まで一貫した運送サービスを提供する事業を指す。第一種事業とは、第二種貨物利用運送事業以外の貨物利用運送事業を指す。第二種貨物利用運送業者は、荷主に対し、ドアからドアまでの一貫運送サービスを提供できることが特徴である。第一種には、国土交通大臣又は地方運輸局長への登録が、第二種には、国土交通大臣の許可が必要となる。
大阪の地位

総務省『平成21年経済センサス』によると、貨物運送取扱業の事業所数は、全国で3,050か所であり、大阪府は381か所である。事業所数上位５都道府県は、東京都（対全国比13.3％、以下同じ）、大阪府（12.5％）、愛知県（7.5％）、神奈川県（7.2％）、千葉県（6.7％）であり、その業態から、スーパー中枢港湾や、国際空港を抱える都道府県への事業所立地が多いことが分かる。

従業者数は、全国で45,143人であり、大阪府は5,145人である。従業者数上位５都道府県は、東京都（16.9％）、千葉県（13.0％）、大阪府（11.4％）、愛知県（7.2％）、埼玉県（6.9％）であり、東京や千葉などと比べると、大阪の事業所は比較的小規模である。
貨物利用運送業のみで営業している企業はほとんど無く、大半は、自動車運送業、倉庫業及び物流加工業、港湾運送業、通関業など複数事業を執り行っている。国内運送の場合、近距離はトラックで運送し、北海道や沖縄など、長距離は、船舶や鉄道で運送することが多い。
売上は横ばい
売上は、おおむね震災の影響も少なく、営業努力による新規顧客の獲得などにより、10-12月期は対前年比で伸びている企業もある。ただし、家電や電子部品・デバイスを扱う企業では、液晶パネルの輸出動向が良くないという。国内で生産するほど価格競争力が無くなったためである。また、震災の影響で、対前年比で９割程度に減少し、それ以降回復の見込みが無いという企業もある。震災で千葉のインク工場が被災するなどした影響で、高級印刷紙の取り扱いが低迷したままだという。
また、長期的にみると、人口減少による市場の縮小や、取引先の海外移転による物流の空洞化など、取扱量は減少傾向にある。業界内での競争環境は、大手、中堅、中小などの規模、あるいは分野でグループ化されていたが、最近では、大手企業が中小企業の取り扱っていた分野に参入するなど、全体での競争になっており、中小企業にとっては厳しい環境となっている。
収益はトントン
売上の減少した企業は減益であったが、売上の上昇した企業は増益であった。中には上期決算が赤字であった企業もある。また、年々販売単価が低下していく中、リーマンショック後再び高騰している燃料費の増加分を、実運送事業者から転嫁され、外注コストが上昇しているため、どの企業も厳しい状況にある。ある企業によると、サーチャージ（燃料価格上昇による追加料金上乗せ制度）が導入されたのは3～4年前で、３か月おきに更新されるという。
コスト削減策は、節電や交際費の削減、人件費の削減など地道な取組である。人件費を削減している企業では、残業減らしなど労働時間の削減や、作業時間を工夫して残業にならないようにするなどの取組が聞かれた。
設備投資は更新・維持
保有設備は、大半がトラックなど車両である。また倉庫を保有している企業もあった。設備投資は、更新・維持程度であり、積極的に新規事業に向けて投資をするという声は聞けなかった。設備の更新期間を伸ばしている企業も多いが、こうして伸ばした設備の更新時期が迫っており、来期以降の収益を圧迫しかねないという企業もあった。
資金繰りは、赤字であった企業でも、内部留保や、企業グループ内での運転資金融資制度を利用するなど、問題が無いという企業がほとんどである。

雇用は維持程度
定期採用を数名行っている企業もあるが、小規模な企業では採用をストップしている。ただし、パートや派遣社員を増やしているところもあり、倉庫で物流加工を行っている企業では、日々作業量が変化するため、需要に応じて随時パートを募集している。一方、ある企業では、繊維関連の物流加工で、袋詰め、値札付け、検針などの作業を行っていたが、今ではこれらの作業は中国で行っているため、雇用は減少したという。
円高・タイの洪水による影響
海外貨物は、取り扱っているとしても小規模である企業が多かった。また、貨物の発着は中国や東南アジアが大半であるため、最近の円高による影響はあまり無いという。企業によっては、為替予約をしているので、円高の直撃は受けない。

タイの洪水の影響が出ているという企業は無かった。ただし、この業界は半年後に影響が出てくるので、今後の影響に注視している。　

震災やタイの洪水によって、必ずしもマイナスの影響を受けるわけではない。震災後、仮設住宅の取り扱いが増えたため、売り上げを伸ばした企業もある。また、タイの洪水に関しては、タイ現地に設備を輸出する可能性を模索するなど、商機と考えている企業もあった。

独自の取組をする企業に強み
ある企業では、既存事業の延長として、産業廃棄物の回収運搬やコンビニエンスストアのスクラップ＆ビルドも取り扱っており、こうしたトータルサービスを強みにして売り上げを伸ばしている。また、食品輸送を得意とする企業では、デジタルタコグラフでトラック内の荷室温度の管理をしている。

今後の見通し

受注価格の低下と、昨今の燃料高騰の影響により、下期の見通しは厳しいという。また、平成24年1月から、阪神高速道路の料金体系が均一料金から対距離料金に変更されることにより、長距離利用が多い貨物運送に打撃であるとの声も聞かれた。市場が縮小していることに加え、日本海の港と釜山港を結ぶ航路での格安な便との競合から、日本海方面から大阪に海外貨物が流れてこないという問題もある。
こうした厳しい状況下で、各企業の取組としては、新規事業展開ではなく、既存路線の維持や、営業努力による新規顧客獲得など地道なものである。　　　　　　　　　　　　　　　　

（福井　紳也）
表　貨物運送取扱業の事業所数、従業者数推移
[image: image1.emf]大阪府 東京都 愛知県 全国

平成13年 195(13.2) 258(17.5) 101(6.8) 1,475

16年 161(11.5) 237(16.9) 95(6.8) 1,403

18年 164(11.2) 277(18.9) 89(6.1) 1,464

21年 381(12.5) 405(13.3) 229(7.5) 3,050

大阪府 東京都 愛知県 全国

平成13年 4,683(15.6)6,347(21.1) 1,755(5.8) 30,056

16年 3,414(11.3)6,609(21.9) 1,866(6.2) 30,231

18年 3,888(11.9)7,540(23.2) 1,617(5.0) 32,562

21年 5,145(11.4)7,623(16.9) 3,247(7.2) 45,143

事業所数（か所）

従業者数（人）


(資料)総務省『経済センサス』、『事業所・企業統計』。　

（注）(　)内は対全国比（％）。
（注）経済センサスと事業所・企業統計とでは、継続性は無い。　
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